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令和８年７月２３日 

うきは市告示第６９号 

 

 

うきは市生産性向上投資支援補助金交付要綱 

 

 

（趣旨） 

第１条 この告示は、物価高騰等の影響を受ける市内中小事業者に対

し、生産性向上及び業務効率化に資する設備等の導入を支援すること

により、事業者の経営基盤の強化及び地域経済の持続的発展を図るた

め、予算の範囲内において、うきは市生産性向上投資支援補助金（以

下「補助金」という。）を交付するものとし、その交付については、

うきは市補助金等交付規則（平成17年うきは市規則第37号）に定める

もののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この告示において「中小事業者」とは、中小企業基本法（昭和

38年法律第154号）第２条第１項に規定する中小企業者及び個人事業

者をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付対象となる者（以下「補助対象者」という。）

は、次に掲げる要件を全て満たす者とする。 

(1) 法人にあっては市内に本店を、個人事業主にあっては市内に主

たる事業所を有し、かつ、市内において現に事業を営んでいるこ

と。 

(2) 市税等を滞納していないこと。 

(3) うきは市暴力団排除条例（平成22年うきは市条例第２号）第２

条に規定する暴力団員でない者又は暴力団若しくは暴力団員と密接

な関係を有しない者であること。 

(4) 宗教活動又は政治活動を主たる目的とする事業者でないこと。 

（補助対象事業） 

第４条 補助対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、市

内事業所において実施する生産性向上及び業務効率化に資する事業で

あって、次に掲げるものとする。また、交付決定前に着手した事業

は、補助対象にならない。 

(1) 機械設備の導入 
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(2) ソフトウェアの導入 

（補助対象経費等） 

第５条 補助の対象となる経費は、前条に規定する事業に要する経費の

うち、次に掲げるものとする。 

(1) 機械設備 生産性向上又は業務効率化に資する新たな機械設備

の購入費及び設置費 

(2) ソフトウェア 生産性向上又は業務効率化に資する新たなソフ

トウェアの導入費及び初期設定費、月額利用料 

２ 次に掲げる経費は、補助対象外とする。 

(1) パソコンやカメラ等の汎用性が高く、目的外使用になり得るも

の 

(2) タブレット、スマートフォン等の情報端末の購入費 

(3) 車両購入費 

(4) １件あたりの単価が３万円（税抜）未満のもの（ただし、ソフ

トウェアの月額使用料は除く。） 

(5) 中古品の購入 

(6) リース・レンタルで調達したもの 

(7) 通信料・保守料 

(8) 既存設備の同等の買い替えと捉えられるもの、及び買い増し 

(9) 防犯カメラの設置等、業務工程に直結しないもの 

(10) 消費税及び地方消費税に相当する額 

(11) 国、県その他団体の補助金等の交付対象となる経費と重複して

補助を受けるもの 

(12) 市内事業所に限り使用するものでないもの 

(13) その他市長が適当でないと認める経費 

（補助金の額等） 

第６条 補助率は、補助対象経費の２分の１以内とし、補助金の額は25

万円を上限とする。ただし、その額に1,000円未満の端数がある場合

は、これを切り捨てる。 

２ 補助対象期間は、交付決定日から同年度２月末までとする。 

（交付申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者は、うきは市生産性向上投資

支援補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、市

長に提出しなければならない。 

(1) 事業計画書 

(2) 見積書の写し（ただし、補助対象経費のうち、１件あたりの単
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価が50万円以上（消費税及び地方消費税を除く。）の設備等を導入

する場合は、やむを得ない理由がある場合を除き、原則として２者

以上の事業者からの見積書を徴すること。） 

(3) 市税等に滞納がないことを証する書類 

(4) 実在に関する確認書類 

ア 法人の場合 履歴事項全部証明書の写し（発行後３月以内のも

の） 

イ 個人事業主の場合 本人確認書類の写し及び次のいずれかの書

類 

(ア) 開業届の写し 

(イ) 直近の確定申告書の写し 

(ウ) その他事業実態が確認できる書類 

(5) その他市長が必要と認める書類 

（交付決定） 

第８条 市長は、前条の規定による申請があった場合は、その内容を審

査し、補助金の交付の可否を決定し、うきは市生産性向上投資支援補

助金交付（不交付）決定通知書（様式第２号）により通知するものと

する。また、当該補助金の交付を受けることができる回数は、同一の

補助対象者につき１回限りとする。 

（変更又は中止の承認申請） 

第９条 補助対象者は、補助対象事業の内容を変更し、又は中止しよう

とするときは、うきは市生産性向上投資支援補助金変更（中止）承認

申請書（様式第３号）を市長に提出し、その承認を受けなければなら

ない。ただし、軽微な変更である場合はこの限りでない。 

２ 市長は、前項の規定による申請があった場合は、その内容を審査

し、適当と認めたときは、うきは市生産性向上投資支援補助金変更

（中止）承認通知書（様式第４号）により通知するものとする。 

（実績報告） 

第10条 補助対象者は、補助対象事業が完了したときは、完了した日か

ら30日以内又は補助対象期間に定める期限内のいずれか早い日まで

に、うきは市生産性向上投資支援補助金実績報告書（様式第５号）に

次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

(1) 領収書等の写し 

(2) 導入状況が確認できる写真等 

(3) その他市長が必要と認める書類 

（補助金の確定） 
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第11条 市長は、前条の規定による報告を受けた場合は、その内容を審

査し、適当と認めたときは、補助金の額を確定し、うきは市生産性向

上投資支援補助金確定通知書（様式第６号）により通知するものとす

る。 

（補助金の請求） 

第12条 補助対象者は、前条の通知を受けたときは、うきは市生産性向

上投資支援補助金請求書（様式第７号）を速やかに市長に提出しなけ

ればならない。 

（交付決定の取消し等） 

第13条 市長は、補助対象者が次の各号のいずれかに該当すると認める

場合は、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(1) 偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 

(2) この告示又は交付決定の条件に違反したとき。 

(3) 第15条第１項の規定に違反して、財産を処分したとき。 

(4) その他市長が不適当と認めたとき。 

（補助金の返還） 

第14条 市長は、前条の規定により補助金の交付決定を取り消した場合

において、既に補助金が交付されているときは、その全部又は一部の

返還を命ずることができる。 

（財産の処分及び管理） 

第15条 補助対象者は、事業の完了した日の属する会計年度の終了後５

年を経過する日以前に、補助金により取得し、又は効用の増加した財

産を、市長の承認なく処分（交付の目的に反して使用し、譲渡し、貸

し付け、担保に供し、又は廃棄すること等をいう。）してはならな

い。 

２ 補助対象者は、事業が完了した後においても、補助金により取得

し、又は効用が増加した財産、及びその事績や書類等を善良なる管理

者の注意をもって管理するとともに、補助金の交付の目的に従ってそ

の効果的運用を図らなければならない。 

（その他） 

第16条 この告示に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定め

る。 

 

 

 

附 則 
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この告示は、公布の日から施行する。 
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様式第１号（第７条関係） 

[別紙参照] 

 

様式第２号（第８条関係） 

[別紙参照] 

 

様式第３号（第９条関係） 

[別紙参照] 

 

様式第４号（第９条関係） 

[別紙参照] 

 

様式第５号（第10条関係） 

[別紙参照] 

 

様式第６号（第11条関係） 

[別紙参照] 

 

様式第７号（第12条関係） 

[別紙参照] 

 


